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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の状況 

回次 第９期中 第10期中 第11期中 第９期 第10期 

会計期間 

自平成15年 
10月１日 
至平成16年 
３月31日 

自平成16年 
10月１日 
至平成17年 
３月31日 

自平成17年 
10月１日 
至平成18年 
３月31日 

自平成15年 
10月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成16年 
10月１日 
至平成17年 
９月30日 

売上高（千円） 915,073 817,699 663,879 1,891,075 1,498,840 

経常損失（千円） 75,411 252,165 435,000 618,262 579,480 

中間（当期）純損失（千円） 51,496 259,349 480,411 363,054 790,541 

持分法を適用した場合の投資

損失（千円） 
－ 28,817 14,546 － 29,772 

資本金（千円） 1,992,875 2,044,250 2,054,750 2,044,250 2,044,250 

発行済株式総数（株） 442,600 552,200 555,560 552,200 552,200 

純資産額（千円） 5,558,673 5,091,543 4,100,939 5,350,893 4,560,351 

総資産額（千円） 6,020,563 5,517,720 4,489,562 5,818,608 4,922,587 

１株当たり純資産額（円） 12,559.14 9,220.47 7,381.63 9,690.14 8,258.51 

１株当たり中間（当期）純損

失（円） 
117.90 469.67 866.04 774.87 1,431.62 

潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益（円） 
－ － － － － 

１株当たり中間（年間）配当

額（円） 
－ － － － － 

自己資本比率（％） 92.3 92.3 91.3 92.0 92.6 

営業活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
△277,982 △224,061 △378,883 △659,907 △450,683 

投資活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
△149,890 388,301 △204,250 △693,153 156,190 

財務活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
4,534,545 △10,000 11,000 4,628,322 △20,000 

現金及び現金同等物の中間期

末（期末）残高（千円） 
4,856,335 4,179,164 3,138,297 4,024,924 3,710,431 

従業員数 

（外、平均臨時雇用者数） 

（人） 

114 

(9) 

128 

(8) 

131 

(9) 

140 

(6) 

131 

(8) 



 （注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、中間連結会計年度等にかかる主要な経営指標等の推移

については記載しておりません。 

２．売上高には消費税等は含まれておりません。 

３．持分法を適用した場合の投資利益については、第９期中間会計期間及び第９期は関連会社は存在しますが重

要性が乏しいため記載しておりません。 

４．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式は存在するものの１株当たり中間（当

期）純損失が計上されているため、記載しておりません。 

５．平成15年５月２日付で１株につき４株の割合をもって、また、平成16年１月20日付で１株につき10株の割合

をもって株式分割を行っております。 



２【事業の内容】 

 当中間会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。 

３【関係会社の状況】 

当中間会計期間において、以下の会社が新たに提出会社の関係会社となりました。 

４【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 （注）従業員数には、当社が免疫細胞療法総合支援サービスを提供している契約医療機関への出向者57名及び執行役員

1名（取締役兼務を除く）が含まれております。臨時雇用者数は（ ）内に当中間会計期間における平均人員を

外数で記載しております。 

(2）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係に特記すべき事項はありません。 

名称 住所 
資本金 

(百万円） 
主要な事業の内容

議決権の所有割合

(%) 
関係内容 

 (株)細胞科学研究所  仙台市青葉区 87

細胞培養液の研究

開発及び、製造、

販売等 

29.58

細胞培養液の安定供

給、及び細胞医療全般

に係わる基盤技術・ノ

ウハウの拡充を図るこ

とを目的としたパート

ナー 

  平成18年３月31日現在

従業員数（人） 131(9)  



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間会計期間における当社事業を取り巻く環境は、第5次医療法改正による、いわゆる「混合診療」に係る規

制緩和をはじめ、制度面での大きな変化が予想されるなど、免疫細胞療法をはじめとする先端医療の普及を促進す

る環境が整いつつあるものの、現行の医療制度の枠組みの中では、免疫細胞療法を含む細胞医療の位置付けは未だ

明確なものとなっていないこと、また、免疫細胞療法の臨床効果に係る評価方法及びEvidenceの在り方を巡って議

論があることなどの理由により、がん疾患を対象とした免疫細胞療法の有用性につき、医師・医療機関に十分な理

解を得られていない状況に、まだ大きな変化は現れておりません。 

 そのような環境を踏まえ、当社は、引き続き、がん治療における免疫細胞療法の位置付け、期待される効果につ

いて、医師・医療機関の認知と理解を促進し、有力な医師・医療機関との強固なネットワークを構築することによ

り、業績拡大の基盤を確固たるものとするべく、学術営業本部の人員を質的・量的に強化し、大学病院や地域の中

核医療機関に対する学術営業をより一層積極的に進めております。また、平成17年10月11日には、東京大学医学部

附属病院との間で、同院新中央診療棟の「22世紀医療センター」内に、CPC（Cell Processing Center；細胞加工

施設）を備えた「免疫細胞治療センター（Center for Immune Cell Therapy; CICT）（仮称）」を新設し、当社が

「免疫細胞療法総合支援サービス」を提供することで合意しており、本年秋頃の本格稼動に向け、着実に準備を進

めております。このような取り組みは、当期業績への直接的な貢献はそれほど大きくはないものの、免疫細胞療法

をEBM（Evidence Based Medicine）として確立し、身近な医療として普及させるための基本的かつ最も重要な活動

であり、医療チャネルの拡大を図る上で、極めて大きな意味を持つものであります。 

 以上により、当中間会計期間においては、学術営業による医師・医療機関開拓の効果は徐々に現れているもの

の、現時点では大幅な新規治療開始患者数の増加にまでは至っておらず、前期に新規治療開始患者数が減少したこ

とによる継続治療数減少等の影響もあり、当中間会計期間の売上高は663,879千円（前年同期比18.8％減）と前年

同期を下回る結果となりました。 

 当中間会計期間における研究開発活動については、前期に引き続き、「免疫細胞療法に係るEvidenceの強化」

「より治療効果の高い新たな免疫細胞療法に係る技術の開発」「細胞加工プロセスの大幅な効率化と細胞輸送技術

の強化」に主軸を置いて推進しております。特に、Evidenceの強化については、大学病院や各地域の中核医療機関

との共同臨床研究を積極的に推進しており、当中間会計期間においては、新たに日赤医療センター、横浜市立大

学、東京大学との共同臨床研究を開始いたしました。一方、営業活動においては、前述のとおり人員拡充をはじめ

とする学術営業活動の強化を図ってまいりました。以上の結果、当中間会計期間の販売費及び一般管理費は

797,459千円（前年同期比12.8％増）となり、当中間会計期間の営業損失は427,779千円（前年同期は営業損失

253,418千円）となりました。 

 営業外損益については、為替差益の増加等による営業外収益の増加、投資事業組合損失の増加等による営業外費

用の増加により、経常損失は435,000千円（前年同期は経常損失252,165千円）となりました。 

 特別損益については、固定資産除却損が前期に比べて減少したことにより、税引前中間純損失は435,059千円

（前年同期は税引前中間純損失253,254千円）となりました。 

 法人税等については、現時点での繰延税金資産の回収可能性をあらためて検討した結果、繰延税金資産を全て取

り崩したことにより、「法人税、住民税及び事業税」と「法人税等調整額」を合わせた税金費用は45,352千円（前

年同期は6,094千円）となり、中間純損失は480,411千円（前年同期は中間純損失259,349千円）となりました。 



(2）キャッシュ・フロー 

 当中間会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、税引前中間純損失が435,059千円と

なるなどの営業活動によるキャッシュ・フローの減少、有形固定資産及び無形固定資産の取得等による投資活動に

よるキャッシュ・フローの減少等により当中間会計期間末には3,138,297千円となりました。その結果、資金残高

は前事業年度末より572,134千円減少しております。 

 当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果使用した資金は378,883千円（前年同期比69.1％増）となりました。 

 これは主に、税引前中間純損失が435,059千円計上されたことによるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は204,250千円（前年同期は、388,301千円の獲得）となりました。 

 これは主に、研究開発用設備の増設、東大病院22世紀医療センター内CPCの建設等に伴う有形固定資産の取得が

118,239千円、オーダーメイド医療管理システムの改修等による無形固定資産の取得が58,345千円、株式会社細胞

科学研究所への出資27,500千円等によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果獲得した資金は11,000千円（前年同期は、10,000千円の使用）となりました。 

 これは、ストックオプションの行使による新株発行が21,000千円、長期借入金の返済10,000千円によるものであ

ります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 該当事項はありません。 

(2）受注状況 

 該当事項はありません。 

(3）販売実績 

 当中間会計期間の販売実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

２．前中間会計期間及び当中間会計期間の主要な販売先及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとお

りであります。 

事業部門別 
当中間会計期間 

（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

前年同期比（％） 

免疫細胞療法総合支援サービス（千円） 663,353 85.3 

その他（千円） 525 1.3 

合計（千円） 663,879 81.2 

相手先 

前中間会計期間 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 相手先 

当中間会計期間 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

新横浜メディカルクリニック 529,003 64.7 新横浜メディカルクリニック 396,047 59.7 

かとう緑地公園クリニック 178,883 21.9 かとう緑地公園クリニック 152,596 23.0 

      福岡メディカルクリニック 67,029 10.1 



３【対処すべき課題】 

 当中間会計期間において当社が対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間会計期間において新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 



５【研究開発活動】 

 当社は、組織横断的なプロジェクト制のもとで研究開発を行い、がんや感染症及び難治性疾患に関する基礎研究、

産業化を目指した技術開発から、その臨床応用の促進まで幅広い研究開発活動を推進しており、すべてのプロジェク

トが効率よく、かつ、マイルストーンに沿った進捗が得られるように管理、運営がなされております。現在は特に、

当社の中核事業である免疫細胞療法総合支援サービスに関わる臨床的エビデンスの構築や技術改良に積極的に取り組

んでおり、成果のいち早い社会への還元を目指しております。 

 当中間会計期間では、基礎的研究・技術開発においては、免疫細胞機能の向上及び加工培養工程の効率化を活動指

針として進めており、これらの活動の結果、1件の特許を出願致しました。また、国内外を問わず、積極的に研究開

発アライアンスを推進し、新規事業創出の早期実現を図っております。さらに、前事業年度に本格的に始動した、が

ん免疫細胞療法の臨床研究支援活動を継続して積極的に進めており、その結果、当中間会計期間においては、新たに

3件の臨床研究を医療機関と共に開始致しました。 

 なお、平成18年3月末日現在、研究開発部門スタッフは総計30名おり、これは総従業員の約23％に当たります。 

  

（先端医科学研究所） 

 先端医科学研究所では、分子免疫学及び分子遺伝学を基盤としたがん抗原、免疫抑制解除、樹状細胞等をテーマと

した新規治療技術及び診断技術の基礎的研究開発を行っております。 

 当中間会計期間においては、平成15年度より継続して取り組んできた補助事業（厚生労働省：厚生労働科学研究費

補助金エイズ対策研究「免疫賦活を応用したHIV感染症の治療開発に関する研究」）を平成17年度（至平成18年３月

31日）をもって終了致しました。また、平成17年9月より開始致しました受託研究（独立行政法人科学技術振興機

構：平成17年度革新技術開発研究事業「レギュラトリーT細胞を標的とした免疫抑制解除法の確立」）に継続して取

り組んでおります（至平成20年3月31日）。 

 共同研究としては、東京大学との共同研究2件（「研究課題：臨床応用を目的とした免疫細胞療法の基礎的研究」

医学部付属病院免疫細胞治療学講座）（「研究課題：難治性がんに対する樹状細胞療法とホウ素中性子捕捉療法との

併用療法の開発」医学部付属病院医工連携部）を開始致しました。これらの研究は、免疫細胞療法の新たなアプロー

チについて動物実験レベルでの検証を行うものであり、これらに続く臨床研究の基礎的データになるものと期待され

ます。 

 また、前事業年度に引き続き樹状細胞に関する基礎研究を精力的に進め、新たな免疫治療法の開発を目指すととも

に、免疫細胞療法のエビデンス構築も推進しております。 

  

（技術開発部） 

 技術開発部は、現行の細胞培養法の改良や新規加工技術及び細胞輸送安定性技術の開発など、当社の免疫細胞療法

総合支援サービスに直結する技術開発に取り組んでおります。また、先端医科学研究所で進めてきた基盤的研究成果

を実際の事業化に向けて最適化することも担っております。 

 当中間会計期間は、細胞培養の自動化システムの開発や新たな活性化自己リンパ球の培養法の開発など、将来の事

業拡大が期待される研究プロジェクトを推進しております。特に、先端医科学研究所で基礎的な研究を行ってきたγ

δ-T細胞の大量培養法を構築し、臨床研究へと繋げております。また、臨床研究においても免疫学的モニタリングを

担当するなど、技術的支援活動を行っております。 

  

（臨床開発部） 

 臨床開発部は、医師主導臨床研究の推進・支援を行い、研究成果の公表を図ることで、免疫細胞療法の最新情報を

広く提供することによる、現場医師への認知の向上と免疫細胞療法の普及を目指した活動に取り組んでおります。 

 当中間会計期間においては、基盤となる臨床エビデンスの構築を第一の目的として、国内の医療機関との共同臨床

研究を積極的に推進してまいりました。平成17年11月には日赤医療センター及び新横浜メディカルクリニックとの活

性化自己γδ-T細胞療法を用いた多発性骨髄腫に対する臨床研究を、平成18年2月には横浜市立大学及び新横浜メディ

カルクリニックとの免疫細胞療法を用いた膵癌の術後補助療法に係る臨床研究を、また、同年3月には東京大学及び

新横浜メディカルクリニックとの活性化自己γδ-T細胞療法を用いた非小細胞肺癌に対する臨床研究を各々開始致し

ました。今後も数件の臨床研究の支援を予定しており、これらの臨床研究から得られるエビデンスは、新たな治療法

の確立及び免疫細胞療法の普及化に貢献し、ひいては免疫細胞療法市場の拡大に繋がるものと期待しております。 

  

 以上の取り組みの結果、当中間会計期間の研究開発費の総額は220,628千円となっております。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間会計期間において、前事業年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はありませ

ん。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 （注）「提出日現在発行数」には、平成18年６月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使（旧商法に基

づき発行された転換社債の転換及び新株引受権付社債の権利行使を含む。）により発行された株式数は含まれており

ません。 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 1,751,200 

計 1,751,200 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成18年３月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成18年６月23日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 555,560 556,000 
東京証券取引所 

（マザーズ） 

完全議決権株式

であり、権利内

容に何ら限定の

ない当社におけ

る標準となる株

式 

計 555,560 556,000 － － 



(2）【新株予約権等の状況】 

  旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

① 平成14年７月26日臨時株主総会決議 

 （注） １．平成15年5月2日付及び平成16年1月20日付の株式分割に伴い、発行価額、資本組入額等が修正されました。

また、退職等の理由により権利を喪失した者の新株予約権の数を減じております。上記表の記載内容は当該

修正を反映済みであります。 

２．発行価額は、株式の分割及び時価を下回る価額で新株を発行するときは、次の算式により調整し、調整の結

果生じる１円未満の端数は切り上げます。 

３．①新株予約権の発行時において当社の取締役、監査役、従業員または契約社員であった新株予約権者は、新

株予約権の行使時において、当社の取締役、監査役、従業員または契約社員であることを要する。ただ

し、当社の取締役、監査役が任期満了により若しくは法令変更により退任した場合、または当社の従業

員、契約社員が定年により退職した場合にはこの限りではない。 

  ②新株予約権の発行時において当社の提携医療機関の医師、看護婦または従業員であった新株予約権者は、

新株予約権の行使時において、当社の提携医療機関の医師、看護婦または従業員であることを要する。た

だし、当社の提携医療機関の医師、看護婦、従業員が定年により退職した場合はこの限りではない。 

  ③新株予約権の発行時において当社と顧問契約を締結している顧問であった新株予約権者は、新株予約権の

行使時において、当社と顧問契約を締結している顧問であることを要する。ただし、当該新株予約権者

が、新株予約権の行使時において、当社の顧問でない場合であっても、新株予約権の行使に先立ち、当該

行使にかかる新株予約権の数及び行使の時期につき当社取締役会の承認を得た場合には、この限りではな

い。 

  ④新株予約権の発行時において②③以外の当社外部協力者であった新株予約権者は、新株予約権の行使に先

立ち、当該行使にかかる新株予約権の数及び行使の時期につき、当社取締役会の承認を要する。 

 
中間会計期間末現在 
（平成18年３月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年５月31日） 

新株予約権の数（個）（注１） 208 197 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 8,320 7,880 

新株予約権の行使時の払込金額（円）(注２） 6,250 6,250 

新株予約権の行使期間 
自 平成17年10月１日 

至 平成20年９月30日 

自 平成17年10月１日 

至 平成20年９月30日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  6,250 

資本組入額 3,125 

発行価格  6,250 

資本組入額 3,125 

新株予約権の行使の条件 （注３） 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
譲渡、質入その他の処分

は認めないものとする。 
同左 

    
既発行株式数＋ 

新規発行株式数×１株当り払込金額 

調整後発行価額 ＝ 調整前行使価額 × 分割・新規発行前の株価 

    既発行株式数＋分割・新規発行による増加株式数 



② 平成16年12月21日定時株主総会決議 

 （注）１．退職等の理由により権利を喪失した者の新株予約権の数を減じております。上記表の記載内容は当該修正を

反映済みであります。 

２．新株予約権を発行する日後、当社が当社普通株式の分割または併合を行う場合には、各新株予約権の目的た

る株式の数（以下、「付与株式数」という。）を次の算式により調整する（１株未満の端数は切捨て）。た

だし、かかる調整は、当該時点で行使または消却されていない新株予約権についての付与株式数についての

み行われるものとする。 

３．当社が当社普通株式の分割または併合を行う場合には、次の算式により払込価額を調整し、調整の結果生じ

る１円未満の端数は、これを切り上げる。 

  当社が時価を下回る価額で当社普通株式につき、新株式を発行または自己株式を処分する場合（新株予約権

の行使の場合及び商法等の一部を改正する法律（平成13年法律第128号）施行前の商法に定める新株引受権

証券の行使の場合を除く。）は、次の算式により払込価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は、

これを切り上げる。 

  なお、上記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株式の総数

を控除した数とし、また、自己株式を処分する場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に

読み替えるものとする。 

４．①各新株予約権の一部行使はできないこととする。 

  ②新株予約権の割当を受けた対象者が新株予約権の行使をなす場合には、当社及び当社子会社等に継続して

雇用されている若しくは委任関係を保持していることを要するものとする。但し、任期満了による退任、

定年退職、転籍、その他正当な理由があると取締役会が認めた場合は、この限りではない。 

  ③新株予約権の割当を受けた当社の外部協力者である対象者は、新株予約権の行使をなす場合には、当社と

継続して取引関係にあることを要するものとする。但し、当該新株予約権者が新株予約権の行使に先立

ち、行使の時期につき取締役会の承認を得た場合は、この限りではない。 

 
中間会計期間末現在 
（平成18年３月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年５月31日） 

新株予約権の数（個）（注１） 7,040 6,895 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株）(注２） 7,040 6,895 

新株予約権の行使時の払込金額（円）(注３） 62,900 62,900 

新株予約権の行使期間 
自 平成19年１月１日 

至 平成22年12月31日 

自 平成19年１月１日 

至 平成22年12月31日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  62,900 

資本組入額 31,450 

発行価格  62,900 

資本組入額 31,450 

新株予約権の行使の条件 （注４） 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

第三者への譲渡、質入れ

その他一切の処分は認め

ないものとする。 

同左 

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割・併合の比率 

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 ×
１ 

分割・併合の比率 

    
既発行株式数＋ 

新規発行株式数×１株当たりの払込金額

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 × 時価 

    既発行株式数＋新規発行株式数 



③ 平成17年12月20日定時株主総会決議 

 （注）１．退職等の理由により権利を喪失した者の新株予約権の数を減じております。上記表の記載内容は当該修正を

反映済みであります。 

２．新株予約権を発行する日後、当社が当社普通株式の分割または併合を行う場合には、各新株予約権の目的た

る株式の数（以下、「付与株式数」という。）を次の算式により調整する（１株未満の端数は切捨て）。た

だし、かかる調整は、当該時点で行使または消却されていない新株予約権についての付与株式数についての

み行われるものとする。 

３．当社が当社普通株式の分割または併合を行う場合には、次の算式により払込価額を調整し、調整の結果生じ

る１円未満の端数は、これを切り上げる。 

  当社が時価を下回る価額で当社普通株式につき、新株式を発行または自己株式を処分する場合（新株予約権

の行使の場合及び商法等の一部を改正する法律（平成13年法律第128号）施行前の商法に定める新株引受権

証券の行使の場合を除く。）は、次の算式により払込価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は、

これを切り上げる。 

  なお、上記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株式の総数

を控除した数とし、また、自己株式を処分する場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に

読み替えるものとする。 

４．①各新株予約権の一部行使はできないこととする。 

  ②新株予約権の割当を受けた対象者が新株予約権の行使をなす場合には、当社及び当社子会社等に継続して

雇用されている若しくは委任関係を保持していることを要するものとする。但し、任期満了による退任、

定年退職、転籍、その他正当な理由があると取締役会が認めた場合は、この限りではない。 

  ③新株予約権の割当を受けた当社の外部協力者である対象者は、新株予約権の行使をなす場合には、当社と

継続して取引関係にあることを要するものとする。但し、当該新株予約権者が新株予約権の行使に先立

ち、行使の時期につき取締役会の承認を得た場合は、この限りではない。 

 
中間会計期間末現在 
（平成18年３月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年５月31日） 

新株予約権の数（個）（注１） 9,275 9,065 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株）(注２） 9,275 9,065 

新株予約権の行使時の払込金額（円）(注３） 33,890 33,890 

新株予約権の行使期間 
自 平成20年１月１日 

至 平成23年12月31日 

自 平成20年１月１日 

至 平成23年12月31日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  33,890 

資本組入額 16,945 

発行価格  33,890 

資本組入額 16,945 

新株予約権の行使の条件 （注４） 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

第三者への譲渡、質入れ

その他一切の処分は認め

ないものとする。 

同左 

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割・併合の比率 

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 ×
１ 

分割・併合の比率 

    
既発行株式数＋ 

新規発行株式数×１株当たりの払込金額

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 × 時価 

    既発行株式数＋新規発行株式数 



 旧転換社債等に関する事項は、次のとおりであります。 

 商法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備に関する法律(平成13年法律第129号）第19条第２項

の規定により新株予約権付社債とみなされる新株引受権付社債の残高、新株引受権の権利行使により発行される

株式の発行価格、資本組入額は、次のとおりであります。 

新株引受権付社債 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

 （注）新株予約権の行使による増加であります。 

(4）【大株主の状況】 

銘柄 
（発行年月日） 

中間会計期間末現在 
（平成18年３月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年５月31日） 

 
新株引受権の
残高（千円） 

発行価格
（円） 

資本組入額
（円） 

新株引受権の
残高（千円） 

発行価格
（円） 

資本組入額
（円） 

平成20年８月31日満期 

第４回新株引受権付社債 

(平成13年８月31日発行) 

3,750 937.5 468.8 3,750 937.5 468.8 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成17年10月１日～

平成18年３月31日 
3,360 555,560 10,500 2,054,750 10,500 3,467,272 

  平成18年３月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

木村 佳司 千葉県浦安市 107,650 19.38 

有限会社江川ホールディング 東京都世田谷区上用賀3-1-11 48,000 8.64 

有限会社ヨシジキムラエンタ

ープライズ 
千葉県浦安市美浜5-8-906 44,000 7.92 

東京中小企業投資事業有限責

任組合 
東京都渋谷区渋谷3-29-22 37,339 6.72 

江川 滉二 東京都世田谷区 14,750 2.65 

後藤 重則 東京都大田区 7,515 1.35 

吉田 道雄 東京都町田市 5,200 0.94 

野口 活夫 神奈川県横浜市青葉区 4,824 0.87 

第一生命保険相互会社 東京都千代田区有楽町1-13-1 4,000 0.72 

株式会社カネカ 大阪府大阪市北区中之島3-2-4 4,000 0.72 

計 － 277,278 49.91 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

(注）「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が38株（議決権38個）含まれて

おります。 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注）最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズにおけるものであります。 

３【役員の状況】 

(1）新任役員 

 該当事項はありません。 

(2）退任役員 

 該当事項はありません。 

(3）役職の異動 

 該当事項はありません。 

  平成18年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他）(注） 普通株式 555,560 555,560 

権利内容に何ら限定のな

い当社における標準とな

る株式 

端株 － － － 

発行済株式総数 555,560 － － 

総株主の議決権 － 555,560 － 

  平成18年３月31日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

－ － － － － － 

計 － － － － － 

月別 平成17年10月 11月 12月 平成18年１月 ２月 ３月 

最高（円） 39,500 36,800 38,000 38,250 30,900 30,200 

最低（円） 36,150 30,000 28,310 29,500 22,000 25,300 



第５【経理の状況】 

１．中間財務諸表の作成方法について 

 当社の中間財務諸表は「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。以

下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間会計期間（平成16年10月１日から平成17年３月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項のただし

書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（平成16年10月１日から平成17年３月31日ま

で）及び当中間会計期間（平成17年10月１日から平成18年３月31日まで）の中間財務諸表について、中央青山監査法

人により中間監査を受けております。 

３．中間連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。 



【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  
前中間会計期間末 
（平成17年３月31日） 

当中間会計期間末 
（平成18年３月31日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金  2,179,419   1,738,297   1,711,050   

２．売掛金  173,402   150,088   109,845   

３．有価証券  1,999,745   1,400,000   1,999,381   

４．たな卸資産  8,023   39,050   11,543   

５．その他 ※２ 104,748   57,756   104,230   

    貸倒引当金  △192   －   △70   

流動資産合計   4,465,147 80.9  3,385,192 75.4  3,935,981 80.0 

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産 ※１          

(1) 建物  351,669   302,662   325,520   

(2) その他  132,633   195,947   109,360   

有形固定資産合計  484,302   498,609   434,880   

２．無形固定資産  83,795   123,774   87,338   

３．投資その他の資産           

(1) 投資有価証券  67,658   289,996   274,413   

(2) その他  416,815   191,989   189,973   

投資その他の資産
合計  484,474   481,986   464,387   

固定資産合計   1,052,572 19.1  1,104,369 24.6  986,606 20.0 

資産合計   5,517,720 100.0  4,489,562 100.0  4,922,587 100.0 

           
 



  
前中間会計期間末 

（平成17年３月31日） 
当中間会計期間末 
（平成18年３月31日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．買掛金  56,088   60,585   62,790   

２．一年内返済予定 
長期借入金  20,000   20,000   20,000   

３．未払法人税等  21,801   21,079   31,800   

４．賞与引当金  121,418   77,234   91,799   

５．その他 ※２ 159,920   184,723   115,745   

流動負債合計   379,229 6.9  363,623 8.1  322,134 6.6 

Ⅱ 固定負債           

１．長期借入金  45,000   25,000   35,000   

２．その他  1,946   －   5,101   

固定負債合計   46,946 0.8  25,000 0.6  40,101 0.8 

負債合計   426,176 7.7  388,623 8.7  362,236 7.4 

           

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   2,044,250 37.1  2,054,750 45.8  2,044,250 41.5 

Ⅱ 資本剰余金           

資本準備金  3,456,772   3,467,272   3,456,772   

資本剰余金合計   3,456,772 62.6  3,467,272 77.2  3,456,772 70.2 

Ⅲ 利益剰余金           

１．任意積立金  30,133   8,375   30,133   

２．中間（当期）未処
理損失  439,611   1,429,458   970,804   

利益剰余金合計   △409,478 △7.4  △1,421,082 △31.7  △940,671 △19.1 

資本合計   5,091,543 92.3  4,100,939 91.3  4,560,351 92.6 

負債・資本合計   5,517,720 100.0  4,489,562 100.0  4,922,587 100.0 

           



②【中間損益計算書】 

  
前中間会計期間 

（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高   817,699 100.0  663,879 100.0  1,498,840 100.0 

Ⅱ 売上原価   364,028 44.5  294,199 44.3  692,731 46.2 

売上総利益   453,671 55.5  369,679 55.7  806,109 53.8 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費   707,090 86.5  797,459 120.1  1,389,544 92.7 

営業損失   253,418 △31.0  427,779 △64.4  583,435 △38.9 

Ⅳ 営業外収益 ※１  3,088 0.4  11,703 1.8  6,405 0.4 

Ⅴ 営業外費用 ※２  1,835 0.2  18,924 2.9  2,450 0.2 

経常損失   252,165 △30.8  435,000 △65.5  579,480 △38.7 

Ⅵ 特別利益 ※３  － －  － －  23,000 1.5 

Ⅶ 特別損失 ※４  1,088 0.2  58 0.0  1,092 0.1 

税引前中間(当期)
純損失   253,254 △31.0  435,059 △65.5  557,573 △37.2 

法人税、住民税及
び事業税  4,156   4,156   8,312   

法人税等調整額  1,938 6,094 0.7 41,196 45,352 6.8 224,656 232,968 15.5 

中間(当期)純損失   259,349 △31.7  480,411 △72.4  790,541 △52.7 

前期繰越損失   180,262   949,046   180,262  

中間（当期）未処
理損失   439,611   1,429,458   970,804  

           



③【中間キャッシュ・フロー計算書】 

  
前中間会計期間 

（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日）

当中間会計期間 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日）

前事業年度の要約キャッ
シュ・フロー計算書 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日）

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

    

税引前中間純損失又
は税引前当期純損失 

 △253,254 △435,059 △557,573 

減価償却費  65,873 70,012 136,659 

貸倒引当金の増減額
（△減少） 

 112 △70 △10 

賞与引当金の減少額  △10,246 △14,564 △39,866 

受取利息及び受取配
当金 

 △1,720 △1,546 △4,226 

投資事業組合損失  ― 17,300 ― 

為替差益   ― △7,714 △708 

支払利息  961 489 1,576 

固定資産除却損  1,088 58 1,092 

売上債権の増減額
（△増加） 

 △18,094 △40,243 45,462 

たな卸資産の増加額  △1,015 △27,506 △4,535 

仕入債務の減少額  △19,384 △2,204 △12,682 

未払金の増減額（△
減少） 

 △33,464 42,538 △22,014 

未払消費税等の減少
額 

 △3,161 ― △9,134 

その他  5,802 33,550 △34,149 

小計  △266,504 △364,959 △500,110 

利息及び配当金の受
取額 

 1,908 1,425 3,650 

利息の支払額  △953 △472 △1,553 

法人税等の支払額又
は還付額 

 41,487 △14,877 47,330 

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

 △224,061 △378,883 △450,683 

 



  
前中間会計期間 

（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日）

当中間会計期間 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日）

前事業年度の要約キャッ
シュ・フロー計算書 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日）

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

    

有形固定資産の取得
による支出 

 △27,695 △118,239 △41,160 

無形固定資産の取得
による支出 

 △2,020 △58,345 △14,202 

無形固定資産の売却
による収入 

 72 ― 72 

有価証券の償還によ
る収入 

 500,000 ― 500,000 

投資有価証券の取得
による支出 

 △31,320 ― △188,733 

関係会社株式の取得
による支出 

 ― △27,500 △49,300 

貸付金の貸付による
支出 

 △120,340 ― △120,340 

貸付金の回収による
収入 

 70,000 ― 70,000 

差入保証金の差入に
よる支出 

 △396 △206 △545 

差入保証金の返還に
よる収入 

 ― 40 400 

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

 388,301 △204,250 156,190 

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

    

長期借入金の返済に
よる支出 

 △10,000 △10,000 △20,000 

株式の発行による収
入 

 ― 21,000 ― 

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

 △10,000 11,000 △20,000 

Ⅳ 現金及び現金同等物の
増減額（△減少） 

 154,240 △572,134 △314,492 

Ⅴ 現金及び現金同等物の
期首残高 

 4,024,924 3,710,431 4,024,924 

Ⅵ 現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高 

※ 4,179,164 3,138,297 3,710,431 

     



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

 (1)子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法を採

用しております。 

 (1)子会社株式及び関連会社株式 

 同左 

 (1)子会社株式及び関連会社株式 

 同左 

  (2)その他有価証券(時価のないも

の） 

移動平均法による原価法を採

用しております。 

  

 (2)その他有価証券(時価のないも

の） 

移動平均法による原価法を採

用しております。 

 なお、投資事業有限責任組合

及びそれに類する組合の出資

（証券取引法第2条第2項により

有価証券とみなされるもの）に

ついては、組合契約に規定され

る決算報告日に応じて入手可能

な最近の決算書を基礎とし、そ

の持分相当額を純額で取り込む

方法によっております。 

  

 (2)その他有価証券(時価のないも

の） 

同左 

  

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

(1）商品、材料及び資材 

移動平均法による原価法を採

用しております。 

(1）商品、材料及び資材 

 同左 

(1）商品、材料及び資材 

 同左 

 (2）仕掛品 

個別法による原価法を採用し

ております。 

(2）仕掛品 

 同左 

(2）仕掛品 

 同左 

３．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

定率法（ただし、平成10年４

月１日以降に取得した建物（附

属設備を除く）については定額

法）を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

 建物      ５～17年 

 構築物       20年 

 機械装置    ４～５年 

 工具器具備品  ４～８年 

(1）有形固定資産 

同左 

(1）有形固定資産 

 同左 

 (2）無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

なお、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における利

用可能期間（５年）に基づく定

額法によっております。 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

 (3）長期前払費用 

定額法を採用しております。 

(3）長期前払費用 

同左 

(3）長期前払費用 

同左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

４．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

債権等の貸倒損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収

可能性を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

 (2）賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与

の支出に充てるため、賞与支給

見込額の当中間会計期間負担額

を計上しております。 

(2）賞与引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与

の支出に充てるため、賞与支給

見込額の当事業年度負担額を計

上しております。 

５．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

６．中間キャッシュ・フロー

計算書（キャッシュ・フ

ロー計算書）における資

金の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から３

ヶ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。 

同左 同左 

７．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処

理は、税抜方式によっておりま

す。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 

    

  

  

  

  

  



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

表示方法の変更 

前中間会計期間 

（自 平成16年10月１日 

  至 平成17年３月31日） 

当中間会計期間 

（自 平成17年10月１日 

  至 平成18年３月31日） 

 ―――――――――――― 

  

  

  

  

  

  

（固定資産の減損に係る会計基準） 

  当中間会計期間から「固定資産の減損に係る会計基

準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会

計基準委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用指

針第６号）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありません。 

前中間会計期間 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

 （中間貸借対照表） 

 前中間会計期間まで区分掲記していた「繰延税金資産」

（当中間会計期間の残高は54,641千円）は、当中間会計期

間末において重要性が乏しいため、流動資産の「その他」

に含めて表示しております。 

 前中間会計期間まで区分掲記していた「構築物」（当中

間会計期間の残高は411千円）、「機械装置」（当中間会

計期間の残高は4,563千円）及び「工具器具備品」（当中

間会計期間の残高は127,658千円）は、当中間会計期間末

において重要性が乏しいため、有形固定資産の「その他」

に含めて表示しております。 

 前中間会計期間まで区分掲記していた「差入保証金」

（当中間会計期間の残高は69,944千円）は、当中間会計期

間末において重要性が乏しいため、投資その他の資産の

「その他」に一括して表示しております。 

 前中間会計期間まで区分掲記していた「未払金」（当中

間会計期間の残高は94,010千円）は、当中間会計期間末に

おいて重要性が乏しいため、流動負債の「その他」に含め

て表示しております。 

 前中間会計期間まで区分掲記していた「長期未払金」

（当中間会計期間の残高は1,946千円）は、当中間会計期

間末において重要性が乏しいため、固定負債の「その他」

に含めて表示しております。 

―――――――――――― 

  



追加情報 

前中間会計期間 

（自 平成16年10月１日 

至 平成17年３月31日） 

当中間会計期間 

（自 平成17年10月１日 

至 平成18年３月31日） 

前事業年度 

（自 平成16年10月１日 

至 平成17年９月30日） 

――――――  ―――――― （法人事業税の外形標準課税制度） 

 当事業年度から外形標準課税制度が

導入されたことに伴い、法人事業税の

うち付加価値割及び資本割については

販売費及び一般管理費に計上しており

ます。 

 この結果、販売費及び一般管理費は

12百万円増加し、営業損失、経常損失

及び税引前当期純損失がそれぞれ同額

増加しております。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間会計期間末 
（平成17年３月31日） 

当中間会計期間末 
（平成18年３月31日） 

前事業年度末 
（平成17年９月30日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

 357,180千円  470,842千円  414,881千円 

※２ 消費税等の取扱い 

 仮払消費税等及び仮受消費税等は、相

殺のうえ、金額的重要性が乏しいため、

流動負債の「その他」に含めて表示して

おります。 

※２ 消費税等の取扱い 

 仮払消費税等及び仮受消費税等は、相

殺のうえ、金額的重要性が乏しいため、

流動資産の「その他」に含めて表示して

おります。 

※２ 

 ――――――  

  

前中間会計期間 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

※１ 営業外収益のうち主要なもの ※１ 営業外収益のうち主要なもの ※１ 営業外収益のうち主要なもの 

受取利息 1,483千円 受取利息 1,546千円 受取利息 3,036千円 

※２ 営業外費用のうち主要なもの ※２ 営業外費用のうち主要なもの ※２ 営業外費用のうち主要なもの 

支払利息 961千円 

    

支払利息 489千円 

投資事業組合損失 17,300 

支払利息 1,576千円 

    

※３ 特別利益のうち主要なもの ※３ 特別利益のうち主要なもの ※３ 特別利益のうち主要なもの 

―――――― ―――――― 国庫補助金収入 23,000千円 

※４ 特別損失のうち主要なもの ※４ 特別損失のうち主要なもの ※４ 特別損失のうち主要なもの 

建物除却損 1,088千円 工具器具備品除却損 58千円 建物除却損 1,088千円 

 ５ 減価償却実施額  ５ 減価償却実施額  ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 53,792千円 

無形固定資産 12,080 

有形固定資産 56,105千円 

無形固定資産 13,906 

有形固定資産 111,574千円 

無形固定資産 25,084 

前中間会計期間 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係 

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成17年３月31日現在） （平成18年３月31日現在） （平成17年９月30日現在） 

 （千円）

現金及び預金勘定 2,179,419

有価証券勘定 1,999,745

現金及び現金同等物 4,179,164

 （千円）

現金及び預金勘定 1,738,297

有価証券勘定 1,400,000

現金及び現金同等物 3,138,297

 （千円）

現金及び預金勘定 1,711,050

有価証券勘定 1,999,381

現金及び現金同等物 3,710,431



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当額 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当額 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額 

 

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

中間期
末残高
相当額 
(千円) 

その他 
（機械装置） 

53,348 27,415 25,933 

その他 
（工具器具備
品） 

293,457 107,454 186,003 

無形固定資産
（ソフトウェ
ア） 

652 456 195 

合計 347,458 135,326 212,132 

 

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

中間期
末残高
相当額 
(千円) 

その他 
（機械装置）

53,348 36,306 17,041 

その他 
（工具器具備
品） 

299,960 151,312 148,648 

無形固定資産
（ソフトウェ
ア） 

652 587 65 

合計 353,961 188,205 165,755 

 

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

期末残
高相当
額 
(千円) 

その他 
（機械装置）

53,348 31,860 21,487 

その他 
（工具器具備
品） 

286,944 126,129 160,815 

無形固定資産
（ソフトウェ
ア） 

652 521 130 

合計 340,944 158,511 182,433 

(2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 

１年内 58,471千円 

１年超 161,390千円 

合計 219,861千円 

１年内 60,501千円

１年超 113,299千円

合計 173,800千円

１年内 58,662千円

１年超 131,976千円

合計 190,639千円

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

  千円 

支払リース料 32,705 

減価償却費相当額 29,492 

支払利息相当額 3,833 

  千円

支払リース料 33,158 

減価償却費相当額 30,315 

支払利息相当額 2,973 

  千円

支払リース料 65,032 

減価償却費相当額 58,722 

支払利息相当額 7,210 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額

相当額との差額を利息相当額とし、各期

への配分方法については、利息法によっ

ております。 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 



（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成17年３月31日現在） 

時価評価されていない有価証券 

その他有価証券 

当中間会計期間末（平成18年３月31日現在） 

時価評価されていない有価証券 

その他有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

 当中間会計期間において、従来その他有価証券で保有していた非上場株式について、同社の株式を取得したことにより

持株比率が増加したことに伴い関連会社株式に変更しております。これにより、その他有価証券の非上場株式が8,000千

円減少し、関連会社株式が、その他有価証券の非上場株式からの変更分と取得分を合わせて35,500千円増加しておりま

す。 

  

前事業年度末（平成17年９月30日現在） 

時価評価されていない有価証券 

その他有価証券 

内容 貸借対照表計上額(千円） 摘要 

(1)非上場株式 8,000  

(2)その他 1,999,745 FFF、CP、信託受益権及び外国投資信託 

内容 貸借対照表計上額(千円） 摘要 

(1)投資事業組合出資金 176,816   

(2)その他 1,400,000 CP及び信託受益権 

内容 貸借対照表計上額(千円） 摘要 

関連会社株式 113,180   

内容 貸借対照表計上額(千円） 摘要 

(1)非上場株式 8,000  

(2)投資事業組合出資金 188,733   

(3)その他 1,999,381 FFF、CP、信託受益権及び外国投資信託 



（デリバティブ取引関係） 

前中間会計期間（自 平成16年10月１日 至 平成17年３月31日）、当中間会計期間（自 平成17年10月１日 

至 平成18年３月31日）及び前事業年度（自 平成16年10月１日 至 平成17年９月30日） 

 当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

（持分法損益等） 

前中間会計期間（自 平成16年10月１日 至 平成17年３月31日） 

当中間会計期間（自 平成17年10月１日 至 平成18年３月31日） 

 （注）利益基準及び利益剰余金基準からみて重要性が乏しい関連会社については、記載を省略し

ております。 

前事業年度（自 平成16年10月１日 至 平成17年９月30日） 

関連会社に対する投資の金額（千円） 59,700 

持分法を適用した場合の投資の金額（千円） 34,599 

持分法を適用した場合の投資利益の金額（千円） △28,817 

関連会社に対する投資の金額（千円） 77,680 

持分法を適用した場合の投資の金額（千円） 38,142 

持分法を適用した場合の投資利益の金額（千円） △14,546 

関連会社に対する投資の金額（千円） 77,680 

持分法を適用した場合の投資の金額（千円） 52,688 

持分法を適用した場合の投資利益の金額（千円） △29,772 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

１株当たり純資産額 9,220.47円

１株当たり中間純損

失金額 
  469.67円

１株当たり純資産額 7,381.63円

１株当たり中間純損

失金額 
 866.04円

１株当たり純資産額    8,258.51円

１株当たり当期純損

失金額 
 1,431.62円

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、１株当た

り中間純損失が計上されているため

記載しておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、１株当た

り中間純損失が計上されているため

記載しておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、１株当た

り当期純損失が計上されているため

記載しておりません。 

 
前中間会計期間 

(自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日)

当中間会計期間 
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日)

前事業年度 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日)

中間（当期）純損失 

（千円） 
259,349 480,411 790,541 

普通株主に帰属しない金額 

（千円） 
－ － － 

普通株式に係る中間（当期）純損失 

（千円） 
259,349 480,411 790,541 

期中平均株式数（株） 552,200 554,721 552,200 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり中間（当期）純利益の算

定に含めなかった潜在株式の概要 

 第４回新株引受権付

社債並びに新株予約権

2種類（新株予約権の

数8,157個、普通株式

19,545株） 

  

 第４回新株引受権付

社債並びに新株予約権

3種類（新株予約権の

数16,523個、普通株式

24,635株） 

  

 第４回新株引受権付

社債並びに新株予約権2

種類（新株予約権の数 

7,767個、普通株式

19,155株） 

  

前中間会計期間 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

──── ────  平成17年12月20日開催の第10回定時株主総

会において、商法第280条ノ20及び第280条ノ

21の規定に基づき、ストックオプションとし

て新株予約権を発行することについて決議を

行っております。 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第10期）（自 平成16年10月１日 至 平成17年９月30日）平成17年12月20日関東財務局長に提出。 

(2）有価証券届出書（新規発行新株予約権証券募集） 

                                 平成18年１月19日関東財務局長に提出。 

(3）有価証券届出書の訂正届出書 

 （2）の有価証券届出書に係る訂正届出書    平成18年１月20日及び平成18年１月27日関東財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年６月２４日

株 式 会 社 メ デ ィ ネ ッ ト 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社メディネッ

トの平成１６年１０月１日から平成１７年９月３０日までの第１０期事業年度の中間会計期間（平成１６年１０月１日から平成１７

年３月３１日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について

中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を

表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、株式会

社メディネットの平成１７年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成１６年１０月１日から平成

１７年３月３１日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 高 橋 廣 司 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 海 野 隆 善 

    

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 工 藤 雄 一 

    



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１８年６月２３日

株 式 会 社 メ デ ィ ネ ッ ト 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社メディネッ

トの平成１７年１０月１日から平成１８年９月３０日までの第１１期事業年度の中間会計期間（平成１７年１０月１日から平成１８

年３月３１日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について

中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を

表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、株式会

社メディネットの平成１８年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成１７年１０月１日から平成

１８年３月３１日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 高 橋 廣 司 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 海 野 隆 善 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 工 藤 雄 一 
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